
第４次地域福祉活動計画（以下、「第４次活動計画」という）は、第３次地域福祉活動計

とする民間計画として策定します。

２

内容としました。
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そして、第３次活動計画と同様に、取り組み内容ごとに市社協と一緒になって関わってい

ただきたい住民や団体、５年後の目標を記載すると共に、新たに評価指標を明示し、取り組

みの方向性を明確にした行動計画としています。

なお、福井市では2022（令和４）年度から2026（令和８）年度までの第４次地域福祉計

画（以下、「行政計画」という。）の策定を行います。行政計画では福井市における地域福祉

の基本的な施策を策定することになっています。

　（２） 課題及びニーズの抽出方法

第４次活動計画の作成にあたっては、下記の２つの方法で課題及びニーズを抽出し、計

画に反映しています。

①既存の調査結果から

市や市社協が行った各種調査（P42、43参照）のうち、地域福祉活動に関する課題

　及びニーズを抽出しました。

②関係機関・団体のヒアリング及び懇談会から

関係機関・団体のヒアリングを中心に幅広い意見などを集約し、その意見を策定委

員会に提案、第４次活動計画に反映させることを目的に、2021（令和３）年５～８月に

かけて次の４分野ごとに開催しました。

１）高齢者分野

２）障がい者分野

３）子ども・子育て分野

４）地域福祉分野

　　　（それぞれの分野で協力いただいた関係機関・団体名は、P４２、43参照）

＜ヒアリング及び懇談会の内容＞

・関係機関・団体における現状、課題、今後の方向性

・地域福祉活動を推進していくために必要なサポート

・地域におけるつながりや連携の現状と課題の確認

３　  計画の期間

第４次活動計画の期間は、2022（令和４）年度から2026

（令和８）年度までの５年間を見通したものとします。
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４　  計画の位置づけ

社会福祉法１０７条では、地域福祉を推進するための行政計画として「市町村地域福祉

計画」が位置づけられています。一方、同１０９条では、市社協は地域福祉を推進することを

目的とする福祉団体と位置づけられています。

第４次活動計画は、市社協が福井市内の地区社協、社会福祉法人、当事者団体、ボラン

ティアなどの住民・民間と力を合わせて具体的な活動や事業を推進する計画とします。

（市町村地域福祉計画）　

　第１０７条　市町村は、地方自治法第二条第四項の基本構想に即し、地域福祉の推進に関する事

項として次に掲げる事項を一体的に定める計画(以下「市町村地域福祉計画」という。)を策定し、

又は変更しようとするときは、あらかじめ、住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者その他

社会福祉に関する活動を行う者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるとともに、その内

容を公表するものとする。

一　地城における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項

二　地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項

三　地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項

（市町村社会福祉協議会及び地区社会福祉協議会）　

　第１０９条　市町村社会福祉協議会は、一又は同一都道府県内の市町村の区域内において次に

掲げる事業を行うことにより地域福祉の推進を図ることを目的とする団体であって、その区域内に

おける社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を行う者が参加し、か

つ、指定都市にあってはその区域内における地区社会福祉協議会の過半数及び社会福祉事業又

は更生保護事業を経営する者の過半数が、指定都市以外の市及び町村にあってはその区域内に

おける社会福祉事業又は更生保護事業を経営する者の過半数が参加するものとする。

住民を中心とした

民間計画

第４次地域福祉活動計画
２０２２（令和４）年度～

２０２６（令和８）年度　

第４次地域福祉計画
２０２２（令和４）年度～

２０２６（令和８）年度　

行政計画

福井市における 地域福祉の推進

【参考】社会福祉法

連携・協力
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